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都営交通の安全・安心を
東京交通サービス株式会社（TKS）は、
都営交通の安全・安心を技術で支える会社です。
鉄道・軌道保守のプロフェッショナルとして、
また、都民の快適な暮らしの実現に貢献する
東京都政策連携団体として、

「チェンジ・チャレンジ・TKS」を合言葉に、
日々の業務を安全・確実に遂行します。

※�本冊子の内容は、特に記載のない限り、2026（令和8）年4月1日現在のものです。

企業理念・経営方針・経営計画 2025
東京都政策連携団体として・
交通局グループの一員として
事業展開
事業紹介
DX推進の取組
安全管理
人材育成
その他の取組
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交通協力会給食株式会社設立（10.16） 1969年 昭和44年 東名高速道路全線開通（5.26）

社名を東京交通サービス株式会社に変更（1.16） 1992年 平成4年 山形新幹線開業（7.1）

都営地下鉄駅務システム機器等の保守管理業務を開始（7.1） 1994年 平成6年 関西国際空港開港（9.4）

都営地下鉄駅機械設備の保守管理業務を開始（4.1） 1995年 平成7年 阪神・淡路大震災発生（1.17） / 地下鉄サリン事件発生（3.20）  
新交通ゆりかもめの一部（新橋～有明）開業（11.1）

都電荒川線及び都営バス営業所の変電設備の保守業務を開始（4.1）
 本社を文京区本郷一丁目に移転（6.1） 1996年 平成8年 東京臨海高速鉄道の一部（新木場～東京テレポート）開業（3.30）

東京ビッグサイト（東京国際展示場）開場（4月）

PHS基地局の保守業務を開始（10.1） 1997年 平成9年 秋田新幹線開業（3.22）

都営地下鉄駅等昇降設備の保守管理業務を開始（4.1） 1998年 平成10年 長野冬季五輪開催（2.7）/世界最長の吊り橋、明石海峡大橋開通（4.5）  
多摩都市モノレール、一部（上北台～立川北）開業（11.27）

都営地下鉄駅建築設備の保守点検業務を開始（4.1） 1999年 平成11年 携帯電話・PHSの電話番号11桁化（1.1）

都営地下鉄浅草線及び大江戸線車両の保守管理業務を開始（4.1） 2000年 平成12年 都営12号線を大江戸線に改称（4.20） / 三田線全線開業、東急目黒線と
相互直通運転開始（9.26） / 大江戸線、全線開業（12.12）

都営地下鉄三田線ホームドアの保守管理業務、
都電荒川線の電気保安設備及び車両の保守管理業務を開始（4.1） 2001年 平成13年 Suicaサービス開始（11.18）

本社を中央区東日本橋一丁目に移転（11.22） 2004年 平成16年 帝都高速度交通営団（営団地下鉄）が民営化、東京地下鉄株式会社（東京メトロ）設立（4.1）

都電荒川線車両の検車業務及び軌道検査点検業務を開始（4.1） 2006年 平成18年 公益通報制度開始（4.1）

都営地下鉄駅舎等の修繕業務を開始（4.1） 2007年 平成19年 第１回東京マラソン開催（2.18） / PASMOサービス開始（11.18）

日暮里・舎人ライナーの安全管理業務を開始（3.20） 
 東京都交通局庁舎設備の保守管理業務を開始（4.1） 2008年 平成20年 日暮里・舎人ライナー開業（3.30） / 東京メトロ副都心線開業（6.14）

東京都監理団体に指定（4.1） 2010年 平成22年 はやぶさ （探査機）が小惑星イトカワから地球へ帰還（6.13）

日暮里・舎人ライナー車両の保守管理業務を開始（4.1） 2011年 平成23年 東日本大震災発生（3.11）

都営地下鉄土木構造物の保守点検業務を開始（4.1） 2012年 平成24年 東京スカイツリー開業（5.22）

東京都交通局水力発電所の安全管理業務を開始（4.1） 2013年 平成25年 公職選挙法の改正で、インターネット選挙運動が解禁

都営地下鉄電気・機械設備の工事監理業務を開始（4.1） 2018年 平成30年 築地市場が83年の歴史に幕。豊洲市場が開場（10.11）

東京都政策連携団体に指定（4.1） 2019年 平成31年
令和元年 「令和」に改元（5.1） / 上野懸垂線、休止（11.1）

都営地下鉄駅構内防犯カメラ等の保守管理業務を開始（4.1） 2020年 令和2年 新型コロナウイルスの感染が世界的に拡大  
第5世代移動通信システム（5G）が国内でサービス開始

東京都交通局が所有する地上建築物の工事監督補助業務を開始（4.1） 2022年 令和4年 改正民法が施行され、成年年齢が18歳に引き下げ

東京都交通局水力発電所の運転監視業務を開始（4.1） 2024年 令和6年 能登半島地震発生（1.1）
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 東京交通サービス株式会社
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プライム東日本橋一丁目ビル

本社

〒 103-0004
東京都中央区東日本橋一丁目 9 番 7 号
GI 東日本橋ビル
本社
● 総務本部　● 車両電気本部　● 工務本部
TEL. 03-5833-7736

〒 103-0004
東京都中央区東日本橋一丁目 1 番 4 号　
プライム東日本橋一丁目ビル 6F
● 駅務施設本部




